感　染　症　グ　ル　ー　プ
（結核関係）　　　　　　　　　　
〔概　況〕

本府の結核事情は、健康診断・予防接種の普及、患者管理の徹底、医療の充実等により改善されて　きた。

　　しかしながら、大阪府管内における結核患者の人口10万人当たりのり患率は全国13.3に対し
15.9（平成29年）と全国平均と比べ高く、改善に向けて取り組んでいる。
　　このため、感染症法に基づく接触者に対する健康診断、患者管理検診などの結核患者の早期発見を目的として、対策の強化を図るとともに、結核に関する正しい知識の普及啓発、結核予防従事者の育成研修事業等を実施した。

１　定期健康診断及び予防接種

予　算　額　　１９，３５０千円

決　算　額　　１９，１９４千円

結核患者の早期発見を図るため、保健所を通じて実施義務者である市町村長、学校長及び施設の長などを指導し、健康診断及び定期予防接種の実施の徹底を図った。
なお、定期健康診断を実施したもののうち、私立学校及び施設等の101団体に事業費の2/3の補助金を交付予定であった。しかし申請事業者の増加により、申請額が予算額を上回ったため、実績報告に基づく額を7％減額し、交付した。
　　○　平成30年度　補助金交付額

	交　付　先


	補助金交付額



	私立学校及び施設等（101箇所）

	19,193,735円




○根拠法令等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律　第６０条

 （都道府県の補助）
　　○　平成30年度　定期予防接種実施状況

	区　　　分


	 　被接種者数



	 市町村長（乳幼児）


	25,118人 



　　　　　○根拠法令等　予防接種法 第５条 （定期の予防接種）

　　　　　　　　　　　　　　
２　接触者等に対する健康診断・普及啓発
　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　４２，９６４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３３，６９４千円

　　　

保健所において、感染防止のため患者家族、患者と同居する者及び患者の接触者に対して健診を実施した。健診は、特に他に感染させる恐れのある患者の家族及び保健所における結核患者登録から２年目までの患者の家族等に対して重点的に実施した。
　　　○　平成30年度　接触者健康診断実施状況

	 　　　区　　　　分


	 　受診者数

 　 （人）


	 発見患者数

（人） 

	 患者発見率

  （％）



	患　者　家　族　健　診　　　　　　
	892
	12
	1.35

	接　触　者　健　診
	2,616
	5
	0.19

	計
	3,508
	17
	0.48


○根拠法令等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１７条
（接触者健康診断）
　    登録患者のうち、現在医療を受けていない者及び病状不明の者並びに保健所長が病状を把握する

    必要があると認めた者について、保健所における患者管理の一環として検診を実施した。

　　○　平成30年度　管理検診実施状況

	 　受　診　者　数


	 　　発見患者数　


	 　　患者発見率　



	 　　    800人

	 　      　  2人


	       　 0.25％




　　　　○根拠法令等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第５３条の１３
（精密検査）

　　　大阪府内の病院、診療所や行政機関の医師等の結核対策に関わる医療従事者を集め、結核の基礎的な内容から結核の診断、治療、保健所における結核対策まで幅広い分野にわたり研修会を実施し、

　　結核に対する啓発に取り組んだ。

　　

·  平成30年度　研修会参加者数
	開　催　日
	行政関係
	医療機関
	合　計

	平成30年8月24日
	64人
	518人
	582人

	平成30年12月11日
	96人
	441人
	537人


３　結核医療費の公費負担

	
	平成28年度


	平成29年度


	平成30年度



	 予　算　額


	140,296千円
	154,594千円
	155,426千円

	 決　算　額


	145,572千円
	149,741千円
	146,895千円


　　　・　医療費公費負担

○根拠法令等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条、３７条の２

　　　　ア　一般患者に対する医療

　　　　　　適正医療の普及による早期治療を目的に、一般患者に対する医療費の公費負担を実施しており、平成30年度の申請件数は1,139件で、公費負担承認件数は1,132件であった。

        イ  入院患者に対する医療

　　　　　　結核菌排菌患者の周囲への感染を防止するため患者又は保護者に対して結核病床を有する病院等へ入院を勧告し、その医療費の公費負担を行った。

　　　      平成30年の新規入院患者数は221人、解除数は185人で、平成30年12月末現在の入院勧告患者数は36人であった。

    ○　平成30年度　医療費公費負担支払額

	一　般　患　者


	入　院　患　者



	 　支払件数


	金　　額


	支払件数


	金　　額



	 　8,068件


	 24,541,573円


	      810件


	   122,352,636円




　　　・　指定医療機関

　　　　　結核の公費負担患者の適正医療を推進するため、病院・診療所等を感染症法に基づく医療

　　　　機関として指定した（平成31年3月31日現在：4,466機関）。　
　　　

  　　・　感染症の診査に関する協議会

　　　　　結核患者の入院勧告の要否並びに一般患者に対する医療費公費負担の申請について、必要な

　　　　事項を審議するため、４箇所の保健所に設置している。

　　
４　平成30年度　感染症の診査に関する協議会委員数及び開催回数

予　算　額　　６,６７８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決  算　額　　５,０２３千円
	委　員　総　数


	年 間 開 催 回 数



	24名

（6名×4協議会）


	保健所開催
	ＦＡＸ診査


	
	96回　
　（24回×4協議会）
	79回


　　　　　○根拠法令等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第24条
５　患者管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　３，１０９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２，６９７千円

　　　・　家庭訪問指導

　　　　　結核患者の病状回復及び社会復帰のため、保健所に備えている結核登録票に記録することに

　　　　より、患者の把握を行うとともに、保健師による家庭訪問指導を通じて医療中断を防止するな

　　　　ど、患者管理の徹底に努めた。

　　　・　定期病状調査

　　　　　結核の公費負担医療制度、管理検診制度においても把握の困難な結核登録者の病状について

　　　　医療機関からの情報を得て、訪問指導等迅速かつ円滑な対策につなげることにより、再発や二

　　　　次感染の防止に努めた。

６　結核菌検査の強化普及
　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　１，８２２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　１，１３３千円

在宅患者に対する結核菌検査及び薬剤感受性検査の未実施は、感染性患者の放置や適正医療の阻害につながることから、これらの検査の普及を図るため、保健所で菌検査を行い、地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所で薬剤感受性検査を実施した。

30年度の菌検査実施件数は、塗抹検査195件（陽性11件）、培養検査197件（陽性5件）であった。

７　結核対策特別促進事業

予　算　額　　　６，７９８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　３，６１５千円

本府における結核り患率は、全国に比べ高い数値を示していることから、改善に向けての対策を強化（確実な治療支援のためのDOTS事業など）した。

本事業として、実施してきた高齢者と野宿生活者に対する結核検診推進事業に、結核のり患率が高いと言われている飯場従業員や日雇い労働者、外国人コミュニティ―などのハイリスク・デインジャー層の対象者を検診に加え、結核患者の早期発見・治療に努めることで、感染のまん延防止を図るとともに、結核予防週間（9月24日～30日）を中心に保健所を通じて結核予防啓発活動を行った。

○　結核予防従事者の研修

　　　保健所医師、保健師、診療放射線技師、薬剤師など結核予防従事者を対象に、業務並びに技術に
　　関する講習会に参加させるとともに、結核研究所における研修等に派遣し、先端の知識や技術の習得に努めた。
	研　修　名


	職種別受講人員
	内　　　容



	
	医　師
歯科医師
	保健師
看護師等
	放射線
技　　師
	薬剤師
	臨床検査技師
	行　政

担当者
	

	結核予防技術者
地区別講習会
	11人
	25人
	5人     　
	0人
	0人
	   4人   
	結核対策に必要な最新の知識と技術の習得

	結核研究所研修
	2人
	3人
	1人
	0人
	　0人
	―
	総合的かつ専門的な結核の知識と技術の習得


８　結核・感染症発生動向調査事業
　　　　　　　　　　予　算　額　（感染症関係に掲載）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　（感染症関係に掲載）

結核患者の地域的偏在、集団感染の危険性の増大等から、結核患者の発生状況、治療状況などの実態を調査し、その詳細な分析を行うことにより効果的な予防対策を講ずるとともに、患者管理の充実を図るため、厚生労働省・府・保健所間をオンラインで結び迅速かつ的確な結核情報の把握に努めた。

９　大阪府感染症対策審議会　結核対策部会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　　　２４２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　　４２千円

大阪府の結核対策を推進していくにあたって、結核医療の専門家、行政等関係機関等の委員による会議を開催した。
	委　員　総　数


	 開 催 日 


	11名
	平成31年３月14日


感　染　症　グ　ル　ー　プ

（感染症関係）　　　　　　　　　　　　　　
１　感染症対策事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１１４，３０５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１０７，９２７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　事前対応型行政の構築、人権への配慮等を定めた「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下、「感染症法」という。）及び感染症法に基づき定めた大阪府感染症予防計画に沿って、感染症対策を行った。

1） 地域の実情に即した感染症予防、まん延防止

1． 感染症発生動向調査

　　　感染症の発生状況を早期かつ的確に把握し、その情報を解析し還元することにより、感染症のまん延を防止することを目的として感染症発生動向調査事業を実施した。また、結果についてインターネット等を通じて情報提供し、啓発を行った。

平成31年3月31日現在

	 種別


	 　感染症類型


	   届出医療機関


	 　報告時期



	 全数

 把握

 疾患


	 一類感染症　　　　　　　　７疾患

 （エボラ出血熱等）

 二類感染症　　　　　　　　７疾患

 （ＳＡＲＳ等）

 三類感染症　　　　　　　　５疾患

 （腸管出血性大腸菌感染症等）
 四類感染症　　　　　　　　44疾患

（ウエストナイル熱等）

五類感染症　　　　　　　　24疾患

 （アメーバ赤痢等）

新型インフルエンザ等感染症 ２疾患


	 すべての医療機関


	一類・二類・三類・四類・新型インフルエンザ等感染症・指定感染

症は直ちに

五類感染症のうち侵襲性髄膜炎菌感染症・麻しん・風しんは直ちに、他は７日以内



	 定点

 把握

 疾患


	 五類感染症

 （感染性胃腸炎等）　　　　25疾患

 疑似症（発熱・発しん等）　　　


	人口に応じ、府が指定した医療機関

・疑似症以外の定点（小児科、内科、眼科、性感染症、基幹）計441定点

・疑似症定点　計465定点

（平成31年3月31日現在）　

	五類感染症は

疾患に応じ、翌週の月曜日または翌月の初日

疑似症は直ちに


2． 感染症発生時の対応・まん延防止策

感染症が発生した場合、感染症のまん延を防止する必要があるため、保健所において患者接触者等の健康診断（検便等）を行うとともに、患者接触者等への保健指導を行った。感染症の発生状況、動向及び原因を明らかにするため、患者や接触者への必要な調査（喫食、疫学、病原体確認等）を実施した。

　

3． 五類感染症の集団発生対策

感染性胃腸炎等の集団発生においては、感染の拡大を防ぐため、保健所において施設に出向くなど状況把握を行い、保健指導を行うとともに、速やかに検体を採取しノロウイルスなどの検査を実施し、発生状況や発生原因について報道提供を行い、府民に対して注意喚起を行った。

インフルエンザについても週報により注意喚起を行った。

4． 検査能力の向上

必要な検査能力を獲得するため、検査手法が確立している国立感染症研究所等の技術研修に職員を派遣した。

5． 感染症の診査に関する協議会（結核関係に掲載）

6． 感染症予防事業費負担金

　　　市町村が行う感染症の病原体に汚染された場所の消毒に要する経費の負担金事業を行う（実績なし）。

7． 動物由来感染症対策

　　動物における動物由来感染症の保有状況に関する調査を実施した（ウエストナイル熱等）。また、蚊媒介感染症啓発リーフレットの作成、動物由来感染症ホームページの作成等、動物由来感染症に関する正しい知識の普及・啓発を行った。動物由来感染症発生時の媒介動物への対応に関係する府内関係部署や有識者と連携体制構築を行った。

8． 予防接種事業

　

　感染症の発生や流行を阻止するうえで、あらかじめ人工的に免疫を与えることによって感染防止　を図る予防接種は、最も有効な対策の一つである。

　　府内市町村長に対し、予防接種法に基づき定期予防接種の実施の連絡・調整を行った。

　　また、予防接種要注意者が安心して予防接種を受けられるよう、小児科の専門家等による予防接種に関する知識の提供や医療相談を行うことにより、予防接種率の向上及び感染症のまん延を防止するため、予防接種センターに対し補助を行った。

　　　　〇根拠法令等　予防接種法

厚生事務次官及び公衆衛生局長通知

2） 地域における医療体制の確保

1． 感染症患者移送

一類、二類（原則結核を除く）、新型インフルエンザ等感染症の患者については、症状がある場合、保健所長が入院勧告を行うことができるが、その場合、当該患者の所在地から感染症指定医療機関までの移送を業者に委託して実施する。

2． 医療費公費負担

　　　入院勧告を行い入院した感染症患者の医療費について、感染症法の定めるところにより、健康保　　険等を適用した自己負担額について医療費の公費負担を行う。（実施件数０件）

3． 感染症指定医療機関運営補助

　　感染症患者の医療は、一定の感染防止の担保が確保された病床で行うことが必要であることから、　感染症法により医療機関の指定を行うとともに、運営費に対する補助を行った。

	感染症指定

医療機関区分


	医療を担当

する感染症


	医  療  機  関  名


	補  助  実  績

(国庫補助率1/2)



	第１種感染症

指定医療機関


	一類感染症


	 大阪市立総合医療センター　　　　　　　（１床）

 堺市立総合医療センター　　　　　　　　（１床）

 りんくう総合医療センター　　　　　　　（２床）

計　 　　　　　　（４床）


	4,629,000円

1,682,000円

9,258,000円

　15,569,000円



	第２種感染症

指定医療機関


	二類感染症


	 市立豊中病院　　　　　　　　　　　　　（14床）

 市立ひらかた病院　　　　　　　　　　　（８床）

 大阪市立総合医療センター　　　　　　　（32床）

堺市立総合医療センター　　　　　　　　（６床）

大阪はびきの医療センター              （６床）

りんくう総合医療センター　　　　　　　（６床）

 　　　　　　　　　　　計　　　　　　　（72床）


	11,290,000円

5,547,000円

23,418,000円

4,600,000円

（申請なし）

4,600,000円

49,455,000円 


	
	
	総　　計
	65,024,000円


3） 研究推進・人材養成・知識の普及

1． 保健所の感染症に関する専門性の向上

　　　感染症に対し、迅速・的確な対応を行うため、保健所の感染症担当に対し、最新知識の提供等の研修を行った。

2． 感染症に関する普及啓発

　　　リーフレットの作成、ホームページの新規作成等、感染症に関する予防や正しい知識を普及するための媒体を作成するとともに、府政だよりや大阪府facebookやtwitterを活用し、広く啓発を行った。

　　　また、性感染症予防知識の普及啓発を図るため、「性の健康週間」（11月25日～12月１日）を中心に、保健所、市町村等の関係機関にパンフレットを配布した。

　　　また、８月には保健所職員及び府内の中・高校の性教育担当教職員等を対象に講習会を開催した。

　　

２　予防接種事故救済等対策事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１７２，０３０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１５５，１７８千円

　

予防接種を受けた者のうちには、接種にあたり過失等のない場合においても極めて稀であるが、重篤な副反応の生じる例が見られる。

　予防接種が原因で疾病にかかり、又は障がいの状態となった者について、予防接種法に基づき、市町村長が給付した額の一部を補助した。

　　　　　　　　　　　

　ア　補助金額　　　　１５５，１７７，３０３円（国庫補助率　２/３）

　イ　　補助率　　　　４分の３

　ウ　　交付先　　　　大阪市ほか24市町

（健康被害救済措置）                                              

	区　　　分
	基      準      等

（平成30年４月分～）
	補助率

	Ａ

類

疾

病
	医療費
	 医療に要した経費
	３／４

	
	医療手当
	同一月に入院と通院があるとき 

36,400円

 入院月８日以上、通院月３日以上　　36,400円

 入院月８日未満、通院月３日未満　　34,400円
	

	
	障害児養育年金

（介護加算）
	 １　級：年額　　　　　　 　　　1,557,600円（842,300円）

 ２　級：年額　　　　　　 　　　1,246,800円（567,500円）
	

	
	障害年金

（介護加算）
	 １　級：年額　　　　　　 　　　4,981,200円（842,300円）

 ２　級：年額　　　　　　 　　　3,985,200円（561,500円）

３　級：年額　　　　　　 　　　2,989,200円（介護加算なし）
	

	
	死亡一時金
	 　　　　　　　　　　　　　　　43,600,000円
	

	
	葬祭料
	 　　　　　　　　　　　　　　　   206,000円
	

	Ｂ

類

疾

病
	医療費
	Ａ類疾病に係る医療費及び医療手当の額に準ずる。

ただし、病院又は診療所に入院を要すると認められる程度の医療とする。
	

	
	医療手当
	
	

	
	障害年金
	 １　級：年額　　　　　　　　　 2,767,200円

 ２　級：年額　　　　　　  　　 2,214,000円
	

	
	遺族年金
	年額　　　 　　　　　   2,420,400円
	

	
	遺族一時金
	　　　　　　　　　　7,261,200円
	

	
	葬祭料
	Ａ類疾病に係る葬祭料の額に準ずる。
	

	予防接種健康

被害調査委員会
	  239,000円（限度額）×事故調査件数

 （改正なし）
	


　　〇根拠法令等　予防接種法

厚生事務次官及び公衆衛生局長通知

３　臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律に関する事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　５８５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３４３千円

・　臨床検査技師、衛生検査技師の免許申請に関する事務

　　本年度において、国に進達した免許申請等の件数は次のとおりであった。

　　　臨床検査技師免許申請（新規）　　　　　　　　　　　２３２件

　　　　　　〃　　籍（名簿）訂正・免許証書換え交付申請　１１３件

　　　　　　〃　　免許証再交付申請　　　　　　　　　　　　１９件

　　　　　　〃　　籍（名簿）登録まっ消（削除）申請　　　　　２件

　　　　　　〃　　免許証返納申請　　　　　　　　　　　　　　０件

　　　衛生検査技師籍（名簿）訂正・免許証書換え交付申請　　　３件

　　　　　　〃　　免許再交付申請　　　　　　　　　　　　　　１件

　　　　　　〃　　籍（名簿）登録まっ消（削除）申請　　　　　０件

　　　　　　〃　　免許証返納申請　　　　　　　　　　　　　　０件

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　３７０件

・　衛生検査所指導事業に関する事務

　　衛生検査所指導事業については、次のとおりであった。

　　　新規登録施設数　　　　　　　　　　　０施設

　　　登録変更施設数　　　　　　　　　　　０施設

　　　休廃止施設数　　　　　　　　　　　　１施設

　　　立入調査実施施設数　　　　　　　　　５施設

　　　検体検査用放射線同位元素の届出　　　０施設

　　　微生物学的外部精度管理調査実施　　　０施設

　　　総登録施設数　　　　　　　　　　　１２施設

・　臨床検査技師養成所に関する事務

　　臨床検査技師養成所に係る進達件数は、次のとおりであった

　　　変更の承認又は届出　　　　　　　　　１件

　　　報告　　　　　　　　　　　　　　　　０件

　　　指定　　　　　　　　　　　　　　　　０件

　　　指定取消　　　　　　　　　　　　　　０件

　　　　〇根拠法令等　臨床検査技師等に関する法律

　　　　　　　　　　　臨床検査技師学校養成所指定規則

４　新型インフルエンザ対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

予　算　額　　１３６，２６９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　６６，６８５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　

　　　平成25年９月策定の「大阪府新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、各分野における対策の具体的な内容・実施方法等を明記したマニュアルを平成26年９月に11種作成した。抗インフルエンザ薬の備蓄については、平成17年度から開始し、平成22年度の購入時からは、10代の若年層に対するタミフル服用後の異常行動への懸念等もあり、当時、国の方針であったタミフルとリレンザの備蓄割合である９：１を見直し、１：１を目標として備蓄を進めてきた。

平成26年度においては、新型インフルエンザ等対策審議会の意見を反映し、小児への処方上の課題に対応するため、タミフルドライシロップを購入した。
平成28年１月に国の備蓄方針が変更され、平成28年８月30日に大阪府感染症対策審議会の新型インフルエンザ等対策部会を開催し、今後は備蓄薬剤の使用期限に伴う廃棄に応じて、国による本府の備蓄目標量及び備蓄割合を達成できるよう購入する旨の意見を踏まえ、備蓄を進めている。

また、帰国者・接触者外来設置医療機関用にＰＰＥ（個人防護具）を購入した。さらに、入院患者に対する医療体制を確保するための大阪府新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業補助金について、ＰＰＥ（個人防護具）、人工呼吸器、簡易陰圧装置の購入に対して補助を行った。
抗インフルエンザウイルス薬の備蓄目標量（国の備蓄方針）

	
	タミフル
	リレンザ
	イナビル
	ラピアクタ
	合計

	
	カプセル
	ﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ
	
	
	
	

	国備蓄分
	472.5万人分
	227.5万人分
	175万人分
	787.5万人分
	87.5万人分
	1,750万人分

	都道府県備蓄分

（大阪府分）
	472.5万人分

(32.74万人分)
	227.5万人分

(15.76万人分)
	175万人分

(12.12万人分)
	787.5万人分

(54.56万人分)
	87.5万人分

(6.06万人分)
	1,750万人分

(121.24万人分)

	流通備蓄分
	270万人分
	130万人分
	100万人分
	450万人分
	50万人分
	1,000万人分

	合計
	1,215万人分
	585万人分
	450万人分
	2,025万人分
	225万人分
	4,500万人分


大阪府の備蓄計画

　　21年度　　（タミフルカプセル）       30.5万人分（平成21年９月10日納品済み）

　　　　　　　（リレンザ）　　　　       5.05万人分（平成21年10月21日納品済み）

　　22年度　　（リレンザ）　　　　       25.7万人分（平成23年３月25日納品済み）

　　23年度　　（リレンザ）　　　　　     25.7万人分（平成24年３月16日納品済み）

　　24年度　　（リレンザ）　　　　　　　 15.8万人分（平成25年３月21日納品済み）

　　25年度　　 タミフルカプセル・リレンザの使用期限延長により未購入

　　26年度　　（タミフルドライシロップ）  6.2万人分（平成26年９月12日納品済み）

　　28年度　　（タミフルドライシロップ） 7.71万人分（平成29年１月20日納品済み）

　　　　　　　（ラピアクタ）　　　　　　 6.53万人分（平成29年１月19日納品済み）

　　29年度　　（タミフルカプセル）　　　11.06万人分（平成29年７月７日納品済み）

　　　　　　　（タミフルドライシロップ）10.13万人分（平成29年７月７日納品済み）

　　　　　　　（イナビル）　　　　　　　13.37万人分（平成29年７月14日納品済み）

　　　　　　　（ラピアクタ）　　　　　　 1.44万人分（平成29年７月20日納品済み）
　　30年度　　備蓄充足のため、購入せず

個人防護服等の備蓄

　　個人防護服　　　　　　　10,000着（平成25年３月22日納品済み）

　　　　　　　　　　　　　　20,000着（平成29年12月21日納品済み）
　　　　　　　　　　　　　　26,600着（平成31年３月18日納品済み）

メディカルキャップ　　　10,000枚（平成25年３月22日納品済み）

　　　　　　　　　　　　43,100枚（平成29年12月21日納品済み）
　　　　　　　　　　　　26,600枚（平成31年３月18日納品済み）

Ｎ９５マスク　　　　　　30,000個（平成25年３月28日納品済み）

　　　　　　　　　　　　50,000個（平成26年３月26日納品済み）

　　　　　　　　　　　　20,000個（平成30年２月22日納品済み）

　　　　　　　　　　　　30,000個（平成29年３月21日納品済み）
　　　　　　　　　　　　29,500個（平成31年３月18日納品済み）

ゴーグル　　　　　　　　30,000個（平成25年３月15日納品済み）

　　　　　　　　　　　　50,000個（平成26年３月26日納品済み）

　　　　　　　　　　　　30,000個（平成29年３月21日納品済み）

　　　　　　　　　　　　20,000個（平成30年２月22日納品済み）
　　　　　　　　　　　　29,500個（平成31年３月18日納品済み）

グローブ　　　　　　　　60,000双（平成25年３月１日納品済み）

　　　　　　　　　　　　30,000双（平成26年３月26日納品済み）

　　　　　　　　　　　　50,000双（平成26年３月28日納品済み）

　　　　　　　　　　　　60,000双（平成29年３月21日納品済み）

　　　　　　　　　　　　40,000双（平成30年２月22日納品済み）
　　　　　　　　　　　　60,000双（平成31年３月18日納品済み）

サージカルマスク　　　　50,000枚（平成26年３月26日納品済み）

　　　　　　　　　　　　20,000枚（平成30年２月22日納品済み）
　　　　　　　　　　　　29,500枚（平成31年３月18日納品済み）

　新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業補助

　　　
　　　　26年度

　　　　　　ア　　補助金額　　　９１，５６０，０００円（国庫補助率　１/２）

　　　　　　イ　　補助率　　　　10分の10

　　　　　　ウ　　交付先医療機関数　　　　　37箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　人工呼吸器　　　　33箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　ＰＰＥ　　　　　　20箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　簡易陰圧装置　　　５箇所

　　　　27年度

　　　　　　ア　　補助金額　　１０４，０２７，０００円（国庫補助率　１/２）

　　　　　　イ　　補助率　　　　10分の10

　　　　　　ウ　　交付先医療機関数　　　　　38箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　人工呼吸器　　　　36箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　ＰＰＥ　　　　　　17箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　簡易陰圧装置　　　７箇所

　　　28年度　　

　ア　　補助金額　　　９２，８３５，０００円（国庫補助率　１/２）

　イ　　補助率　　　　10分の10

　ウ　　交付先医療機関数　　　　　40箇所

　　　　　　　　　　　人工呼吸器　　　　35箇所

　　　　　　　　　　　ＰＰＥ　　　　　　13箇所

　　　　　　　　　　　簡易陰圧装置　　　６箇所

29年度　　

　　　　　ア　　補助金額　　　８２，４１１，０００円（国庫補助率　１/２）

　イ　　補助率　　　　10分の10

　　　　　ウ　　交付先医療機関数　　　　　40箇所

　　　　　　　　　　　　　　　人工呼吸器　　　　34箇所

　　　　　　　　　　　　　　　ＰＰＥ　　　　　　18箇所

　　　　　　　　　　　　　　　簡易陰圧装置　　　３箇所

30年度　　

　　　　　ア　　補助金額　　　３３，６８４，０００円（国庫補助率　１/２）

　イ　　補助率　　　　３分の２

　　　　　ウ　　交付先医療機関数　　　　　25箇所

　　　　　　　　　　　　　　　人工呼吸器　　　　21箇所

　　　　　　　　　　　　　　　ＰＰＥ　　　　　　10箇所

　　　　　　　　　　　　　　　簡易陰圧装置　　　０箇所

５　先天性風しん症候群対策事業

予　算　額　　５２，６８７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６０，９２０千円

　　　平成24年度末からの大都市部における成人の風しんり患者数の増加に伴い、先天性風しん症候群（ＣＲＳ）も増加がみられたが、その発生を防止するため、平成25年度は市町村が行う風しんワクチン等の接種費用への助成事業に対して緊急補助を行った。風しんり患者数が５年周期で増加することを踏まえ、総合的な対策を平成26年度から平成30年度までの５か年計画で実施した。

1 　抗体検査事業

妊娠を希望する女性とその配偶者及び妊婦の配偶者を対象に、風しん抗体価を確認するための抗体検査を、府内11保健所において無料で実施した。（保健所設置市においても実施。）

2 　風しんワクチン等接種補助事業

風しんの抗体が十分でない妊娠を希望する女性とその配偶者及び妊婦の配偶者に対し、市町村が行う風しんワクチン等の接種費用への助成事業に対し、助成費用の一部を補助した。

（府内全市町村が助成事業を実施。）

大阪府風しんワクチン等接種事業費補助金

ア　　補助金額　　　５５，８７０，０００円

イ　　補助率　　　　２分の１

ウ　　交付先　　　　大阪市他42市町村

③　啓発事業

　　　　先天性風しん症候群対策事業について、インターネットやリーフレット等により啓発を行った。

　　　リーフレットについては、市町村の婚姻届受付窓口や母子健康手帳交付窓口、保健所、府施設等

で配付及び掲示した。

感　染　症　グ　ル　ー　プ

（エイズ関係）　　　　　　　　　　　　　　
１　エイズ予防対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

予　算　額　　３９，０６９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３５，６１７千円

　・　エイズ患者・ＨＩＶ感染者の報告状況等

　　　平成30年のＨＩＶ感染者報告数は、116件で前年に比べ８件の減少、エイズ患者報告数は、41件で前年に比べ９件の減少となった。

　　　ＨＩＶ感染症は、通常の場合、感染しても数年から十数年の間は無症状で経過するなど、感染者本人が、自分の感染に気付きにくいという特性を有していることから、潜在的な感染者が、なお多数存在している可能性が考えられ、依然予断を許さない状況となっている。

　　　こうした中、平成８年12月に策定した「大阪府エイズ対策基本方針」に基づき、関係部局の協力のもと、エイズ対策検討会等で専門的な立場から幅広い意見を得るなどして総合的なエイズ対策を推進した。

　・　エイズに関する正しい知識の普及啓発

　　　エイズに関する正しい知識の普及啓発を図るため、ポスター・パンフレットを作成し、保健所、市町村、医療機関等に配布するとともに、国が策定した「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」に則して、新成人を対象としたパンフレットの配布、男性同性愛者を対象とした学習会の開催など、個別施策層に対象を絞った啓発活動を実施した。

　　　また、府内一斉の啓発活動として、世界エイズデー（12月１日）を中心としたエイズ予防週間（11月23日～12月９日）事業を実施するなど広く啓発に努めた。

　・　エイズ相談の実施

　　　医療対策課、保健所において、エイズに関する府民の相談（電話・面接）に応じた。また、特定非営利活動法人チャームに委託し、英語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語、フィリピン語による外国人エイズ電話相談を実施した。

　・　血液検査（ＨＩＶ検査等）の実施

　　　ＨＩＶ感染の早期発見と二次感染を防止するため、無料匿名によるＨＩＶ検査を保健所で実施し、スクリーニング検査を株式会社福山臨床検査センターに委託するとともに、スクリーニング検査の結果陽性が判明した場合の確認検査は、大阪健康安全基盤研究所で実施した。茨木・四條畷・藤井寺・泉佐野の４保健所では、受検者のニーズに対応するためのＨＩＶ即日検査を実施した。
　　　また、外部委託により、無料匿名のＨＩＶ検査を火曜日及び木曜日（ともに夜間）、土曜日及び日曜日（ともに昼間・即日）に実施した。

　　　そのほか、保健所等において希望する府民を対象に、梅毒血清反応検査・クラミジアトラコマチス同定ＤＮＡ検査・ＨＴＬＶ－１抗体検査を実施するとともに、性感染症であるＢ型肝炎の早期発見のため、ＨＢｓ抗原検査を外部委託により実施した。

　平成24年度からＭＳＭ（男性間同士で性的接触を行う者）を検査対象者として、地域医療再生基金事業により500円の負担額で、ＨＩＶ等の検査が受検できる「クリニック検査キャンペーン」を展開。平成２７年度から、経常事業として実施。実施期間は、平成30年９月１日～同年12月15日。８か所（大阪市内４か所／その他４カ所）の医療機関の協力のもとに実施した。
・エイズ専門相談員の派遣

　　　患者、感染者及びその家族の病気や日常生活に対する不安、悩み等の精神的負担の軽減を図るため、医療機関からの要請に基づき、エイズ専門相談員（カウンセラー）を派遣した。

　　・梅毒の検査機会の拡大と正しい知識の普及啓発
　　　　検査機会の拡大として、２月限定で、夜間即日検査を毎週水曜日に４回実施し、175件の検査（うち陽性６件）を行った。また、梅毒に対する正しい知識の普及啓発のため、Yahoo!JapanやYoutubeでの広告掲載や、府内コンビニ・OsakaMetroにおける啓発ステッカーの掲示を行った。

・　相談・検査実施状況（平成30年度）

	ＨＩＶ検査
	相談件数　
	6,209件（うち177件は外国人電話相談）

	
	検査数
	10,135件

　　（うち7,059件は火曜、木曜、土曜、日曜検査）

	
	  陽性者数
	33件(うち26件は火曜、木曜、土曜、日曜検査）

	
	陽性率
	0.33％

	梅毒血清反応検査
	検査数
	9,912件

(うち6,913件は火曜、木曜、土曜、日曜検査)

	
	陽性件数
	377件(うち252件は火曜、木曜、土曜、日曜検査)

	
	陽性率
	3.80％

	クラミジア

トラコマチス

抗体検査
	検査数
	977件

	
	陽性件数
	42件

	
	陽性率
	4.30％

	ＨＢｓ抗原検査
	検査数
	7,382件（うち6,913件は火曜、木曜、土曜、日曜検査）

	
	陽性件数
	22件（うち21件は火曜、木曜、土曜、日曜検査）

	
	陽性率
	0.30％

	ＨＴＬＶ‐１

抗体検査
	検査数
	10件

	
	陽性件数
	５件

	
	陽性率
	50.0％

	再掲（ＨＩＶ）

クリニック
検査
	検査数
	276件　

	
	  陽性者数
	３件

	
	陽性率
	1.09％

	再掲（梅毒）
臨時検査 
２月限定
	検査数
	175件

	
	陽性者数
	6件

	
	陽性率
	3.42％


　
